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大
会
の
冒
頭
、「
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に
抗

議
し
、
即
時
撤
退
を
求
め
る
緊
急
ア
ピ
ー
ル
」（
左
記
）

が
提
案
さ
れ
、
満
場
の
拍
手
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。 

清
水
秀
行
執
行
委
員
長
は
あ
い
さ
つ
の
中
で
、
最
初

に
ウ
ク
ラ
イ
ナ
情
勢
に
触
れ
「
市
民
、
特
に
幼
い
子
ど

も
た
ち
の
犠
牲
に
深
い
悲
し
み
と
言
い
よ
う
の
な
い

怒
り
が
こ
み
上
げ
て
く
る
。
プ
ー
チ
ン
大
統
領
が
行
っ

た
核
保
有
を
誇
示
す
る
姿
勢
や
核
兵
器
の
使
用
を
示

唆
す
る
発
言
は
、
唯
一
の
戦
争
被
爆
国
と
し
て
強
い
憤

り
を
覚
え
る
。
核
兵
器
禁
止
条
約
が 

昨
年
１
月
に
発

効
し
た
中
、
核
の
使
用
や
威
嚇
は
断
じ
て
許
さ
れ
る
も

の
で
は
な
い
。
ま
た
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
人
び
と
の
苦
し

み
に
乗
じ
て
、『
核
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
』
に
言
及
す
る
安

倍
元
首
相
ら
の
発
言
は
、
こ
れ
ま
で
の
被
爆
者
の
努
力
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=誰もが安心して働き続けられる職場づくりと、子どもたちの豊かな学びの保障のためのとりくみを進めよう！= 
 

３
月
23
日
（
水
）、
日
本
教
育
会
館
に
お
い
て
日
教
組
第
１
１
１
回
臨
時
大
会
を
開
催
し
、
兵
高
教
か
ら
は
西
村
執
行
委
員
長
が
大
会
代
議
員
と
し
て

出
席
し
ま
し
た
。
２
０
２
１
年
度
後
半
の
一
般
経
過
報
告
が
行
わ
れ
、
当
面
の
と
り
く
み
に
つ
い
て
議
論
し
ま
し
た
。 

ロシアのウクライナ侵攻に抗議し即時撤退を求める緊急アピール 
 
2 月 24 日、ロシアはウクライナに軍事侵攻をはじめました。戦禍はウ

クライナ全土に広がり、地下シェルターや地下鉄構内に市民が避難して

います。住居、病院、学校や幼稚園までもが砲火にさらされ、子どもを

含む多くの市民が犠牲になっています。子どもや女性などのウクライナ

市民が、家族と離れ心身ともに疲弊しながらも、いのちを守るため国外

へ脱出しています。私たちは戦争を拡大し、犠牲者を出し続けているロ

シア・プーチン政権に対し、満身の怒りをもって断固抗議します。 
 
国連憲章第２条４項は、国際関係における武力による威嚇又は武力の

行使を禁じています。今回のロシアの行為は明らかにこれに違反するも

のです。国連総会も緊急 

会合を開催し、３月２日に圧倒的多数の賛成により、ロシアに対する

非難決議を採択しています。戦争は最大の人権侵害であり、いかなる理

由があっても断じて許すことはできません。世界中でロシアの軍事侵攻

に対して抗議の声が挙げられ大きなうねりとなっています。さらにロシ

ア国内においても多くの教職員や市民が逮捕される覚悟でデモに参加し

ています。ＥＩ加盟のロシアの教職員組合も声明を出しています。 
 
この間、日本教職員組合はポーランドに避難したウクライナの子ども

たちのため国際連帯カンパからＥＩを通じて緊急支援を行いました。ま

た、単組とともに打電行動やデモ等に積極的にとりくみ、抗議の意思を

示してきました。ウクライナの子どもたちが日常を取り戻し、母国で安

心して生活できるよう支援をしていく必要があります。 
 
日本教職員組合は「教え子を再び戦場に送るな」のスローガンのもと、

広範な市民と連帯するとともに、ロシアのウクライナ侵攻に抗議し、即

時停戦とウクライナからの撤退を求めます。 
 

2022年３月 23日 

日本教職員組合  

第 111回臨時大会 

や
思
い
を
も
踏
み
に
じ
る
も
の
で
あ
り
、
日
本
国
内
の

こ
う
し
た
主
張
に
対
し
て
も
、
私
た
ち
は
反
対
を
訴
え

て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
今
こ
そ
、『
核
と
人
類
は
共

存
で
き
な
い
』
と
い
う
こ
と
を
確
認
し
、
非
核
三
原
則

を
堅
持
す
る
こ
と
が
重
要
。
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
人
々
、
そ

し
て
ロ
シ
ア
国
内
で
勇
敢
に
も
自
国
の
政
府
に
反
対

の
意
思
を
表
明
し
て
い
る
人
々
に
敬
意
を
表
し
た
い
。

私
た
ち
は
、
平
和
教
育
の
実
践
と
そ
の
重
要
性
を
改
め

て
発
信
し
て
い
く
と
と
も
に
、
世
界
の
恒
久
平
和
と
核

兵
器
の
廃
絶
を
訴
え
て
き
た
運
動
を
広
め
て
い
こ
う
」

と
訴
え
ま
し
た
。
ま
た
先
日
発
災
し
た
福
島
県
沖
地
震

の
被
災
に
対
す
る
お
見
舞
い
の
言
葉
を
述
べ
る
と
と

も
に
、
依
然
収
束
が
見
通
せ
な
い
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
に
対
し
「
子
ど
も
た
ち
の
教
育
と
医

療
現
場
を
守
り
、
私
た
ち
の
命
と
生
活
を
守
る
た
め

に
、
感
染
症
の
収
束
ま
で
、
保
護
者
の
皆
様
、
地
域
の

方
々
、
そ
し
て
教
職
員
・
医
療
従
事
者
が
と
も
に
手
を

携
え
て
と
り
く
ん
で
い
こ
う
」
と
呼
び
か
け
ま
し
た
。 

そ
の
後
、
芳
野
友
子
連
合
会
長
、
川
本
淳
公
務
労
協

議
長
、
那
谷
屋
正
義
日
政
連
会
長
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
連

帯
と
激
励
の
あ
い
さ
つ
を
う
け
ま
し
た
。 

討
論
で
は
、
感
染
症
蔓
延
の
影
響
が
長
引
く
中
で
の

学
校
現
場
の
諸
課
題
、
子
ど
も
の
貧
困
・
格
差
拡
大
の

問
題
、
部
活
動
を
め
ぐ
る
課
題
、
給
特
法
改
正
後
も
改

善
さ
れ
な
い
長
時
間
労
働
の
実
態
等
が
報
告
さ
れ
、
課

題
を
共
有
す
る
と
と
も
に
、
今
後
の
と
り
く
み
に
つ
い

て
議
論
さ
れ
ま
し
た
。
執
行
部
提
出
の
議
案
は
す
べ
て

賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
、
当
面
の
運
動
方
針
等
が
確
認

さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
本
臨
時
大
会
で
は
２

０
２
２-

２
３
年
度
の
日
教
組
本
部
役
員
選

挙
も
実
施
さ
れ
、
新
た
な
執
行
部
体
制
が
確

立
し
ま
し
た
。 

最
後
に
「
す
べ
て
の
教
職
員
の
組
合
加
入

を
す
す
め
、
民
主
的
な
職
場
の
実
現
を
め
ざ

す
特
別
決
議
」
お
よ
び
「
学
校
の
働
き
方
改

革
推
進
を
は
じ
め
政
策
制
度
の
実
現
に
む
け

た
特
別
決
議
」
の
２
本
の
特
別
決
議
が
提
案

さ
れ
、
満
場
の
拍
手
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。  

書記長提案       委員長あいさつ 
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 3/17 兵庫県教育委員会 

県立高等学校教育改革第３次実施計画（案）公表 

 
３
月
17
日
、
兵
庫
県
教
育
委
員
会
は
「
県
立
高

等
学
校
教
育
改
革
第
三
次
実
施
計
画
」
を
記
者
発

表
し
ま
し
た
。「『
ひ
ょ
う
ご
未
来
の
高
校
教
育
あ

り
方
検
討
委
員
会
（
２
０
２
１
年
３
月
）』
を
受
け
、

グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
は
じ
め
と
す
る
技
術

の
進
展
等
、
変
化
が
激
し
く
、
予
測
困
難
な
時
代

を
迎
え
る
中
で
、
社
会
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
し
、

自
ら
の
力
で
新
し
い
社
会
を
切
り
拓
く
力
を
育
成

で
き
る
県
立
高
等
学
校
で
あ
り
続
け
ら
れ
る
よ

う
、
改
革
の
基
本
的
な
考
え
方
と
方
向
性
を
示
す
」

こ
と
を
趣
旨
に
、
計
画
の
期
間
を
２
０
２
２
年
度
か

ら
２
０
３
０
年
度
ま
で
の
９
年
間
と
し
て
い
ま
す
。 

「
計
画
」
の
３
つ
の
柱
は
、
①
県
立
高
等
学
校
の

魅
力
・
特
色
づ
く
り
の
推
進
、
②
県
立
高
等
学
校

（
全
日
制
）
の
望
ま
し
い
規
模
と
配
置
、
③
入
学

者
選
抜
制
度
・
方
法
の
工
夫
と
改
善
と
な
っ
て
い

ま
す
。 

 

計
画
に
は
、
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ａ
Ｍ
学
科
（
単
位
制
）
を

設
置
（
２
０
２
３
年
度
～
）、「
普
通
科
新
学
科
」
へ

の
改
変
、
普
通
科
単
位
制
及
び
総
合
学
科
の
再

編
・
改
編
（
以
上
２
０
２
４
年
度
～
）、
第
１
学
区

～
第
４
学
区
の
高
校
統
廃
合
、
定
時
制
か
ら
多
部

制
へ
の
改
変
、
通
信
制
高
校
の
再
編
（
以
上
２
０
２

５
年
度
～
）
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。 

 

現
在
の
高
等
学
校
教
育
に
は
様
々
な
課
題
が
あ

り
、
時
代
の
変
化
や
生
徒
・
保
護
者
の
ニ
ー
ズ
に
合

わ
な
い
点
が
多
々
あ
る
こ
と
は
事
実
で
す
。
学
校
の

主
体
は
生
徒
た
ち
で
あ
り
、
高
校
教
育
改
革
は
「
す

べ
て
の
希
望
す
る
人
に
後
期
中
等
教
育
を
保
障
す

る
」
こ
と
を
基
本
に
、
こ
れ
ま
で
公
立
高
校
が
果
た

し
て
き
た
役
割
を
今
後
も
充
実
・
発
展
さ
せ
る
方
向

で
の
改
革
で
あ
る
べ
き
で
す
。
経
済
界
の
要
請
や
一

部
政
治
家
の
思
惑
、
自
治
体
の
財
政
事
情
で
左
右
さ

れ
る
も
の
で
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。 

兵
高
教
は
、
子
ど
も
た
ち
が
地
域
の
学
校
で
学
べ

る
制
度
づ
く
り
、
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
る
こ
と
の
な

い
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
な
学
校
づ
く
り
を
め
ざ
し
て

い
ま
す
。
今
後
も
、
子
ど
も
た
ち
・
保
護
者
・
地
域

の
人
び
と
・
教
職
員
の
声
を
丁
寧
に
拾
い
上
げ
、
組

織
的
に
議
論
を
積
み
あ
げ
て
、
子
ど
も
た
ち
や
学
校

の
実
情
を
ふ
ま
え
た
具
体
的
な
提
言
を
行
い
、
県

教
委
と
交
渉
・
協
議
を
進
め
て
い
き
ま
す
。 

日政連・第 26回参議院議員選挙候補予定者 

長崎より、各学校にポスターと上記募集チラシが郵送されています。 

〒850-0057 長崎市大黒町 4-16 平和活動支援センター気付 

「高校生平和大使募集係」宛に、名前・学校名・学年・住所・電話番号・ 

メールアドレスを明記し、郵送で応募してください。 
 
兵庫県の選考会は５月２２日（土）午後に神戸市教育会館で行う予定です。 

 

「県立高等学校教育改革第三次実施計画」の詳細はこちら→https://www.hyogo-c.ed.jp/~koko-bo/03kaikaku/dai3ji/dai3jitop.html 

高校生平和大使・ウクライナ支援緊急募金活動 
３月２７日（日）午後、阪急仁川駅前にて高校生平和大使と小林聖

心女子学院・関西学院高等部の生徒有志が、ロシアのウクライナ侵

攻に抗議するとともに、戦火で苦しんでいるウクライナの子どもたちや

市民を支援するため、緊急募金活動を行いました。 

この活動は、高校生たちが「自分たちにも何かできることはない

か」と考え、行動に移したものです。 

高校生たちの呼びかけに対し、多くの市民のみなさんが耳を傾け、

小さなお子さんから同世代の中高生、若いカップルや家族連れ、高齢

者の方々など、幅広い世代のご協力が得られ、２時間余りの街頭募

金活動の結果、１０３，７７６円の浄財が寄せられました。 

集まった募金は、日本ユニセフ協会を通じてウクライナ国内の支援

活動拡充、近隣諸国での難民支援の展開に活用される予定です。 


